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第１ 消防用設備等の設置単位 

 

１ 消防用設備等の設置単位は、建築物である防火対象物については、特段の規定（令 

第８条、第９条、第９条の２、第 19条第２項、第 20条第２項及び第 27条第２項） 

のない限り、棟であり、敷地でないこと。 

２ 棟とは、原則として、独立した１の建築物又は２以上の独立した１の建築物が渡り 

廊下等で相互に接続されて一体となったものをいうこと。 

  なお、「相互に接続」とは、構造的に接続されているものであること。 

３ 令第８条第２号の規定について、規則第５条の３第２項第１号の規定中「渡り廊下 

等の壁等」及び同項第２号の規定中「渡り廊下等の壁等に類するものとして消防庁長 

官が定める壁等」（以下「渡り廊下等の壁等」という。）により区画され、別の防火対 

象物とみなされるそれぞれの防火対象物の延べ面積の算定については、原則として渡 

り廊下等の床面積を別とみなされる防火対象物の延べ面積に応じて按分し、それぞれ 

の防火対象物に帰属させること。また、渡り廊下等における消防用設備等の設置につ 

いては、原則として渡り廊下等が帰属する防火対象物のうち、延べ面積が大なる防火 

対象物に適用される消防用設備等の技術基準に適合させること。 

  なお、原則によるほか、別の防火対象物とみなされるそれぞれの防火対象物の管理 

権原者が異なる場合等においては、実情に応じた取扱いとしても差し支えない。 

４ 渡り廊下の下部の地盤面を建築物相互の連絡通路として使用するもの（以下「下部 

通路」という。）は、当該部分を渡り廊下とみなすこと。ただし、渡り廊下の下端か 

らその床面（地盤面）までの距離が 5.5ｍ以上となる下部通路又は渡り廊下より２階 

層以上離れた部分を下部通路として利用するものは、この限りでない。 

（別図１－１） 

５ 渡り廊下の壁等（有効幅員が「防火上有効な措置が講じられた壁等の基準」（令和 

６年３月 29日消防庁告示第７号）（以下「７号告示」という。）第３．１に適合する 

ものに限る。）によって建築物の屋上相互を接続する場合（塔屋等に接続するものを 

除く。）は別棟として取り扱う（別図１－２）。ただし、渡り廊下の下部を通路等に使 

用するものは、前４により取り扱う。 

６ 建築物相互が道路施設、鉄道施設又は共同溝（「共同溝の整備等に関する特別措置 

法」（昭和 38年法律第 81号）第２条第５項に規定する「２以上の公益事業者の公益 

物件を収容するため道路管理者が道路の地下に設ける施設」をいうもので、人が出入 

りする隧道をいう。）等の公共施設で接続されているものについては、それぞれ別の 

建築物として取り扱う。 

７ 建築物と建築物とが構造的に結合されておらず、かつ、屋根又はひさしが接してい 

る場合若しくはかぶさっている場合は、別棟として取り扱う。（別図１－３） 
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８ 鉄道又は道路として使用されている高架工作物の高架下に設けられた防火対象物 

（以下「高架下防火対象物」という。）のうち、道又は幅員４ｍ以上の通路等により 

区分されたものは、当該区分された部分ごとに別棟として取り扱う。（別図１－４） 

９ 屋外に設けられる機械式駐車装置（以下この項及び第 11項において「駐車装置」 

という。）のうち、次に該当するものについては、別棟として取り扱う。 

(1) 地下に駐車装置を２基以上並べて設置するもののうち、構造的に結合されておら 

ず、かつ、次のいずれかに適合するもの。（別図１－５） 

  ア 駐車装置相互の間が、おおむね１ｍ以上離れているもの。 

  イ 駐車装置相互の間に、容易に破損しない不燃材料による延焼防止措置が講じら 

れているもの。この場合において、当該措置を講じる範囲は隣接して駐車する車 

両の高さ及び長さ以上となっていること。 

(2) 地下ピットを有する駐車装置のうち、次に適合する区画等がなされているもの。 

（別図１－６） 

  ア 地下ピット内においては、耐火構造（鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリ 

ート造、壁式鉄筋コンクリート造（壁式プレキャスト鉄筋コンクリート造を含 

む。）、プレキャストコンクリートカーテンウォール、軽量気泡コンクリートパネ 

ルで、堅ろうで、かつ、容易に変更できないものに限る。なお、軽量気泡コンク 

リートパネルなど工場生産された部材等による施工方法を用いる場合は、モルタ 

ル塗り等による仕上げ、目的部分へのシーリング材等の充てん等により、適切に 

煙漏洩防止対策を講じること。）の壁で区画されていること。 

ただし、当該壁を排水溝又は電気配線が貫通する場合は、次の措置が講じられ 

ていること。 

   (ｱ) 排水溝が貫通する場合は、貫通部分の断面積を 300㎠以下とし、かつ、区画 

壁からそれぞれ両側に２ｍ以上の部分が厚さ６mm以上の鉄板で覆われている 

こと。 

   (ｲ) 電気配線が貫通する場合は、貫通部分をモルタル等の不燃材料、延焼防止材 

又は耐熱シール材等により延焼防止上有効な措置が講じられていること。 

  イ 地上部は、次のいずれかの措置が講じられていること。 

   (ｱ) 前アの耐火構造の壁の上部には、幅がおおむね１ｍ以上、厚さ 2.3mm以上の 

鉄板を設け、かつ、当該鉄板部分には車両が駐車できない構造としていること。 

   (ｲ) 前アの耐火構造の壁の上部に、容易に破損しない不燃材料による延焼防止上 

有効な措置を講じていること。この場合において、当該措置を講じる範囲は隣 

接して駐車する車両の高さ及び長さ以上となっていること。 

(3) 独立した地下ピットを有する駐車装置を２基以上並べて設置するもののうち、次 

のいずれかに適合するもの。（別図１－７） 
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  ア 地下ピット相互の間が、おおむね１ｍ以上離れているもの。 

  イ 地上部の駐車装置相互の間に、容易に破損しない不燃材料による延焼防止上有 

効な措置が講じられているもの。この場合において、当該措置を講じる範囲は隣 

接して駐車する車両の高さ及び長さ以上となっていること。 

10 屋内に設けられる機械式駐車装置（以下この項及び次項において「屋内駐車装置」 

という。）のうち、次に適合するものは、令第 13条における収容台数の算定について 

は、別棟として取り扱う。（別図１－８） 

(1) 屋内駐車装置の車両乗り入れ面は屋外（建基法上床面積に算定されない部分）に 

面していること。 

(2) 屋内駐車装置の間を 90㎝以上突出した開口部のない耐火構造の壁で建基法上床 

面積に算定されない部分まで区画されていること。 

(3) (1)の耐火構造の壁には、配管、電気配線（自動火災報知設備の感知器配線は除 

く。）等が貫通していないこと。 

11 屋内駐車装置と外壁を介してバルコニー下部に駐車装置が存する場合の令第 13条 

における収容台数の算定については、屋内と屋外の収容台数を合算すること。ただし、 

前 10．(1)から(3)までに適合する場合は、別棟として取り扱う。（別図１－９） 

12 第４．別表中、１における収容台数の算定については、すべての層（屋外に設ける 

場合の最上部の層を含む。）の収容台数を合算すること。 

13 令第 19条第２項、第 20条第２項及び第 27条第２項に規定されている「建築物相 

互の１階の外壁間の中心線」について、同一敷地内に存する平屋建てと２階建ての建 

築物の場合、２階部分については、水平距離が５ｍ以下である部分を有するものは、 

１の建築物とみなす。（別図１－10） 
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＜別図１－１＞ 

 

 

 

 

 



5 

 

 

＜別図１－２＞ 

 

＜別図１－３＞ 
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＜別図１－４＞ 
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＜別図１－５＞ 
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＜別図１－６＞ 
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＜別図１－７＞ 
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＜別図１－８＞ 

 

 

 

 

 

 

 

＜別図１－９＞ 
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＜別図１－10＞ 

 令第 19条第２項、第 20条第２項及び第 27条第２項に係る設置単位 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２階 

１階 １階 

５ｍ ５ｍ 

３ｍ ３ｍ 

１階の外壁間の中心線 

Ａ：２階建て その他造 Ｂ：１階建て その他造 

※Ａ・Ｂは１の建築物とみなされる 


